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３３  漁漁 港港 のの 現現 況況 とと 整整 備備 計計 画画              〔離島港湾部計画課〕 

小笠原諸島における魚介類の属地陸揚量は令和５年実績で 409 トンであり、71 隻の漁船が利用

している。 

二見漁港は港湾と同様に昭和 44 年度から着手し、泊地、岸壁及び船揚場等の整備を進めてきた。

令和７年度は、防波堤の建設工事や船揚場の改修工事を行う。 

 

都都 営営 漁漁 港港 施施 設設 一一 覧覧  

令和７年８月１日現在      

島名 港名 種類 指  定  日 主 要 港 湾 施 設 

父島 二見 ４ 

漁港指定 昭 45.6.15 

都 管 理 者 指 定  昭

45.7.30 

防波堤  460ｍ  岸壁・物揚場  717ｍ 

船揚場 5,725 ㎡ 

母島 母島 ４ 

漁港指定 昭 63.3.31 

都 管 理 者 指 定  昭

63.3.31 

防波堤  293ｍ 

船揚場 2,440 ㎡ 

 

漁漁 港港 施施 設設 指指 定定 管管 理理 者者 一一 覧覧  

施設名 指定管理者名 指定期間 

二見漁港桟橋（１）外

８施設 

小笠原島漁業協同組合 令和３年度から令和７年度まで 

（５年間） 

 

 

４４  空空 港港 整整 備備 のの 現現 状状                  〔離島港湾部計画課〕 

返還以来、地元住民の悲願である空港整備については、当初、兄島を建設地として計画を策定

していたが、小笠原諸島の貴重な自然に格別の注意をはらうという観点から、有識者による委員

会を設置して自然環境の保護保全策や運航の安全性・安定性・経済性について総合的な検討を重

ね、平成 10 年５月に小笠原空港の建設地を父島の時雨山周辺域と決定した。 

その後、空港基本計画や環境アセスメントに係る環境現況調査など空港建設に必要となる調

査・検討を進めてきたが、自然環境への影響及び事業費の増加などの観点から、時雨山周辺域で

の空港建設は困難と判断し、平成 13 年 11 月に時雨山周辺域での空港建設計画を撤回する決定を

行った。併せて、費用・環境・技術面から新たな航空路案の検討を行うことも決定され、平成 13

年末より複数の航空路案について技術的な検討を開始した。 

平成 18 年 11 月に変更した小笠原諸島振興開発計画において、航空路に関して「本土との交通

アクセスを改善するため、自然環境との調和に十分配慮した航空路について将来の開設を目指し

検討を進める。」と定められた。また、平成 19 年 12 月に村が実施した航空路の必要性について

のアンケート結果では、７割強の村民から、航空路は必要であるとの意思表示があり、平成 20 年

２月に都と村で、「小笠原航空路協議会」を設置し、自然環境への影響をはじめ、費用対効果、

運航採算性等の調査・検討を行ってきた。平成 30 年度には、それまで検討してきた複数案の中か
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ら、より実現性の高い洲崎地区活用案について集中的に検討していくことを確認した。 

令和元年 11 月に策定された小笠原諸島振興開発計画では、航空路の開設について、「洲崎地区

における飛行場建設に関し、基本構造や工法の実現性を確認するための調査を行っていくほか、

関係者間の円滑な合意形成を図るため、ＰＩ※実施に向けた調査等を継続する。調査に当たって

は、世界的に貴重な自然環境への影響をはじめ、様々な課題があることから、関係者と議論を深

め、実現可能な航空路案取りまとめに向け、引き続き課題の整理、検討を進めていく。 」と定め

た。  

令和元年度には、「第８回小笠原航空路協議会」において示された飛行場の構造形式を検討する

ための詳細な現地調査を実施し、令和２年度に開催した「第９回小笠原航空路協議会」においては、

就航可能な航空機が新たに提示された。令和６年度に開催した「第１３回小笠原航空路協議会」に

おいては、気象・海象調査の結果概要や生物環境調査の結果を報告した。令和６年度は、令和５年

度までに実施した調査の結果を踏まえ、飛行場の基本構造や工法等の実現性を確認するための調査

等を進めるとともに、生物の生息状況などの調査を実施した。これらを踏まえ、想定される航空機

に対応した飛行場施設について、引き続き技術的検討を行う。 

 

※PI（パブリック・インボルブメント：Public Involvement） 

政策の立案段階や公共事業の構想・計画段階から、住民が意見を表明できる場を設け、そこでの

議論を政策や事業計画に反映させる手法のこと。 
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第第 ３３ 節節  防防災災対対策策のの推推進進  

  
   

１１  緊緊急急輸輸送送用用岸岸壁壁のの整整備備                 〔離島港湾部計画課〕 

大規模災害発災後の応急・復旧活動に必要な人員や物資等の搬出入のため、大型船舶が着岸可

能な緊急輸送用岸壁の確保を図る。緊急輸送用岸壁については、原則的に各島１岸壁を確保する。 

緊急輸送用岸壁一覧 

島 名 港 名 緊急輸送用岸壁 

大 島 岡田港 岸壁（－７．５ｍ） 

利 島 利島港 岸壁（－７．５ｍ） 

新 島 新島港 岸壁（－７．５ｍ） 

式根島 野伏漁港 －７．５ｍ岸壁 

神津島 神津島港 岸壁（－７．５ｍ） 

三宅島 阿古漁港 －７．５ｍ岸壁 

御蔵島 御蔵島港 岸壁（－７．５ｍ） 

八丈島 神湊港 岸壁（－７．５ｍ） 

八重根漁港 －５．５ｍ岸壁 

青ヶ島 青ヶ島港 岸壁（－６．０ｍ） 

父 島 二見港 岸壁（－７．５ｍ） 

母 島 沖港 岸壁（－５．０ｍ） 

 

２  津津波波避避難難施施設設のの整整備備                〔離島港湾部計画課〕 

南海トラフ等による巨大地震発生時には、伊豆諸島の各港に短時間で大規模な津波の来襲が想定さ

れており、港湾施設利用者等が迅速に避難するため、津波到達までに高台等への避難が時間的に困難

な４島９港において、津波避難タワー等を整備し、港湾施設利用者等の安全を確保している。 

津津 波波 避避 難難 施施 設設 一一 覧覧       

島 名 港 名  津波避難施設の種類 

大 島 

 

 

 

岡田港 避難タワー（船客待合所と合築） 

波浮港 避難通路等 

岡田漁港 避難通路等 

元町漁港 避難通路等 

新 島 新島港 避難タワー 

若郷漁港 避難階段 

神津島 神津島港 避難タワー 

三浦漁港 避難階段 

三宅島 三池港 避難通路等 
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３３  そそのの他他のの防防災災対対策策等等                   〔離島港湾部計画課〕 

((11))  無無電電柱柱化化のの推推進進整整備備方方針針  

近年激甚化する風水害を踏まえ、島しょ港湾等においても、無電柱化を推進する。 

令和７年度は、電線管理者との無電柱化施行委託協定の締結や委託協定等による設計委託、

測量調査、電線共同溝工事などを実施する。 

((22))  空空港港土土木木施施設設のの耐耐震震化化  

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災を踏まえ、都は「東京緊急対策 2011」を策定し、震災

時における交通・物流機能の確保を図る施設の耐震化を促進している。 

交通・物流機能の 1 つである都営空港においても、震災時における伊豆諸島等の 6 空港に求め

られる機能確保の観点から、平成 23 年度から平成 30 年度にかけて、東京都防災会議や内閣府

の中央防災会議等で見直された想定地震に対し、既設空港土木施設の耐震性の再検証を行った。 

検証の結果、大島空港と八丈島空港の滑走路下にあるトンネルや水路の地下構造物は耐震性が

不足することが判明したため、順次、耐震補強を図り、令和４年度に八丈島空港の工事は完了

した。 

  ((33))  滑滑走走路路端端安安全全区区域域（（RREESSAA））のの整整備備  

航空機がオーバーランやアンダーシュートといった事故を起こした場合に、機体の損傷を軽減

し、人命の安全を図るため、着陸帯両端には、滑走路端安全区域（RESA）と呼ばれる緩衝区域が

設けられている。 

国内の多くの既存空港は、旧基準である RESA 長 40m で整備されてきたが、平成 25 年に基準が

改正され、RESA 長は原則 90m 以上とし、既存空港を含む全ての空港に同基準を適用することと

した。 

都営空港においても、RESA 改修工事を行い、令和２年度に調布飛行場、令和４年度に大島空

港の改修工事が完了した。 

((44))  DDXX をを活活用用ししたた島島ししょょ港港湾湾施施設設のの防防災災対対策策（（離離島島港港湾湾 DDXX））  

   近年の気候変動に伴う災害の激甚化から、島しょ地域に住む都民の生命、財産を守るため、ド

ローンや人工衛星、ライブカメラなどＤＸの活用により、港湾施設等の被災状況を速やかに把

握・集約するとともに、関係者間でリアルタイムに展開・共有可能な「離島港湾ＤＸ」の取組を

推進し、災害復旧の迅速化を図っていく。 

   令和７年度は、ドローンを用いた被災後の三次元測量の実施や小離島におけるドローンポート

の活用など最新技術の導入を推進するとともに、離島港湾情報プラットフォームの運用及び改修

を行っていく。 
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